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平成22年 

1月29日 少子化社会対策会議決定により、子ども・子育て新システム検討会議を設け、検討を開始 

4月27日 「子ども・子育て新システムの基本的方向」（子ども・子育て新システム検討会議決定） 

6月29日 「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」（少子化社会対策会議決定） 

平成23年 

7月1日 
社会保障・税一体改革成案について（閣議報告） 
※１ 

7月29日 「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめについて」（少子化社会対策会議決定） 

平成24年 

3月2日 「子ども・子育て新システムの基本制度について」（少子化社会対策会議決定） 

8月22日 社会保障制度改革推進法及び子ども・子育て関連３法（※２）の交付 

平成25年 

4月26日 
第1回子ども・子育て会議（※３） 
 以降、計7回開催 

8月6日 地方自治体担当者向け説明会の開催（平成23年度以降6回目） 

○検討の経緯 

 

※１ 改革の優先順位として、①子ども・子育て支援、若者雇用対策を掲げる。 
※２ ・子ども・子育て支援法 
・認定こども園法一部改正法 
（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 法律の一部を改正する法律） 
・整備法 

（子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の 総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する
法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律） 

※３ 子ども・子育て支援法において、各種基準及び給付費の額の算定基準等を定める際にあらかじめ意見を聞かなければな
らないとされている組織 
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子ども・子育て関連3法(平成24年
8月成立)の趣旨と主なポイント 
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【ポイント①】 

・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び
小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 
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【ポイント②】 
・認定こども園制度の改善 
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【ポイント③】 

・地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課
後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 
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一番大きく変わること 
 
 

【保育園】【幼稚園】【こども園】 
の利用 

10 



利用手続き等のイメージ 

……の前に 

 

【保育園】【幼稚園】【こども園】 
の違いを確認しておきましょう 
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【保育園】 

【幼稚園】 

【こども園】 

目 的： 保護者が働いているなどの何らかの理由によって保育に  
      欠ける児童を預り保育すること 
対 象： 0～6歳(未就学児)の保育に欠ける子ども 
申込み： 市町村の窓口 
料 金： 保護者の前年度の所得で市町村が決定、徴収 
運営費補助金：児童の住む市町村に申請、国・県・市町村負担 

目 的： 幼児を教育し、年齢に相応しい適切な環境を整え、心身 
      の発達を助長すること 
対 象： 満3歳から小学校就学までの子ども 
申込み： 各幼稚園に直接 
料 金： 幼稚園が決定、徴収（保護者に就園支援の補助金あり） 
運営費補助金：県に申請、国・県負担 

目 的： 保育及び教育並びに保護者に対する子育て支援の総合 
      的な提供を行う施設であり、親が働いている・いないにか 
      かわらず利用できる 
対 象： 保育所及び幼稚園等における小学校就学前の子ども 
申込み： 型により異なる（H27年からはこども園に直接） 
料 金： 市町村が決定、こども園が徴収 
運営費補助金：児童の住む市町村に申請、国・県・市町村負担 
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子ども・子育て支援事業計画に
ついて 

位置づけ 子ども子育て支援法第61条に規定 
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◎策定時期、計画期間◎ 
 平成26年度策定、 

 平成27年度～平成31年度(５か年度)を計画期間とする。 

 

 ◎内容◎ 
 基本的記載事項 

 ①教育・保育提供区域の設定 

 ②教育・保育提供区域ごとの各年度における幼児期の学校教育・保育 

  の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保 

  の内容及びその実施時期 

 ③教育・保育提供区域ごとの各年度における地域子ども・子育て支援 

  事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援 

  事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 ④幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に 

  関する体制の確保の内容 

 任意記載事項 

 産休、育休後の利用環境の整備や、都道府県が行う専門的な知識や技 

 術を要する施策との連携、職業生活と家庭生活の両立のための環境整 

 備等 
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これから子ども・子育て会議で
決定していくこと 
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・基本計画の策定 
・新しい保育事業を町が認定するた 
 めの条例検討 
・園に給付を行うための確認制度の 
 条例検討 
・放課後児童クラブの基準の条例 
 検討 
・保育の必要性の認定基準検討 
・利用者負担の設定 
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